
地方消費税交付金（社会保障財源化分）が充てられる社会保障４経費
その他社会保障施策に要する経費

（歳入）

　・市町村交付金（社会保障財源化分） 千円

（歳出）

　・社会保障４経費その他社会保障施策に要する経費 千円

【社会保障４経費その他社会保障施策に要する経費】
（単位：千円）

国県支出金 地方債 その他
うち引き上げ分の地
方消費税交付金（社
会保障財源化分）

民生総務費 13,835 1,105 9,100 3,630 385

福祉総務費 31,558 2,885 1,069 27,604 2,931

遺家族援護費 578 578 61

身体障害者等福祉費（障害
者自立支援給付費）

361,403 245,892 3,100 112,411 11,935

老人福祉費 8,188 1,608 6,580 699

老人保護措置費 78,095 15,113 62,982 6,687

在宅福祉費 12,111 1,966 10,145 1,077

児童福祉総務費 116,180 64,578 100 51,502 5,468

保育所運営費 235,575 164,743 120 70,712 7,507

利用者支援事業 9,815 6,658 3,157 335

地域子育て支援拠点事業 15,600 4,510 20 11,070 1,175

子ども家庭総合支援拠点事業 6,352 3,660 2,692 286

児童手当費 70,264 63,220 7,044 748

小計 959,554 560,825 28,622 370,107 39,294

国民健康保険事業費 62,203 34,416 27,787 2,950

介護保険事業費 218,951 9,533 209,418 22,234

後期高齢者医療事業費 266,424 38,090 228,334 24,242

小計 547,578 82,039 465,539 49,426

健康づくり対策費
（健康長寿のまちづくり推
進事業）

1,269 46 1,223 130

保健事業費 82,198 18,292 633 63,273 6,718

病院費（繰出金） 370,000 370,000 39,282

小計 453,467 18,292 679 434,496 46,130

1,960,599 661,156 29,301 1,270,142 134,849

※地方消費税交付金（社会保障財源化分）は、各事業に要する一般財源の比率に応じて按分して充当しています。
人件費（職員給与費）及び事務費は除きます。よって、予算額とは一致しません。
本表は、消費税率引き上げに伴う財源の充当先（社会保障４経費その他社会保障施策に要する経費）」を示すもの（総務省事務通達）
であり、下記はその中で使用される用語及び事例を抜粋したものです。
※１
社会保障４経費：制度として確立された年金、医療及び介護の社会保障給付並びに少子化に対処するための施策に要する経費
※２
その他社会保障施策に要する経費：社会福祉、社会保険及び保健衛生に関する施策
※３
社会福祉：生計の困難な者や心身に障害のある者に対して必要な援助を行う等国民の生存権を確保することによって、国民生活の内容を
豊かならしめること
事例）生活保護、児童福祉、母子福祉、高齢者福祉、障害者福祉　など
※４
社会保険：保険的方法によって社会保障を行う制度の総称で、法令に基づき実施される「強制保険」的な制度
事例）国民健康保険、介護保険、年金　など
※５
保健衛生：国民の健康を保つための施策
事例）医療に係る施策、感染症その他の疾病の予防対策、健康増進対策　など

社会福祉

・生活保護
・児童福祉
・母子福祉
・高齢者福祉
・障害者福祉
　　　　など

社会保険

・国民健康保険
・介護保険
　　　　など

保健衛生

・医療に係る施策
・予防対策
・健康増進対策
　　　　など

計

134,849

1,960,599
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